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（証券コード8076） 
平成30年６月11日 

 
株 主 各 位  名古屋市西区那古野一丁目１番12号 

 
代表取締役 
社   長  木  下  幹  夫

 
第90回定時株主総会招集ご通知  拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第90回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます
ようご案内申しあげます。 
 なお、当日ご出席お差し支えの場合は、書面によって議決権を行使することができますの
で、後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、お手数ながら同封の議決権行使書用紙
に賛否をご表示いただき、平成30年６月26日（火曜日）午後５時20分までに到着するよう
ご返送いただきたくお願い申しあげます。 

敬 具 
記 

１. 日  時  平成30年６月27日（水曜日）午前10時 
２. 場  所  名古屋市西区那古野一丁目１番12号 

当社 ４階ホール 
３. 目的事項    
 報 告 事 項 1. 第90期 （ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 事業報告、連結計算書類の内容並びに
    会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 
   2. 第90期 （ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 計算書類の内容報告の件 
 決 議 事 項         第１号議案  定款一部変更の件 
 第２号議案  取締役８名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。 

◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.canox.co.jp/）に掲載させていただ
きます。 

◎ 当日はノーネクタイのクールビズスタイルにてご対応させていただきますので、軽装に
てご出席くださいますようお願い申しあげます。 
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株主総会参考書類 
 
議案及び参考事項 
 
第１号議案 定款一部変更の件 
１．変更の理由 
今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）に定める事業目的を追加するもので
あります。 
２．変更の内容 
現行定款と変更案は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します｡） 

現 行 定 款 変 更 案 

第１章 総   則 第１章 総   則 
（目  的） 
第２条 当会社は下記の業務を営むことを目的とする。 

（目  的） 
第２条       （現行どおり） 

  
１ 鉄鋼、鉄鋼加工品、非鉄金属、非鉄金属加工

品、化学製品、機械、器具の販売および輸出
入業ならびに鉄鋼、非鉄金属の加工 

１ 鉄鋼、鉄鋼加工品、非鉄金属、非鉄金属加工
品、化学製品、機械、器具、照明機械器具の
販売および輸出入業ならびに鉄鋼、非鉄金属
の加工 

  
２ 
～     （条文省略） 
６ 

２ 
～     （現行どおり） 
６ 

  
７ 陸上運送業 ７ 一般貨物自動車運送事業および貨物利用運送

事業 
  
８ 
～     （条文省略） 
９ 

８ 
～     （現行どおり） 
９ 
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第２号議案 取締役８名選任の件 
取締役全員（６名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期が満了となりますので、取締
役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
取締役候補者は次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社 

の 株 式 の 数 

１ 
しゅ どう たか ひこ 
首 藤 隆 彦  （昭和33年４月13日生）

昭和57年４月 日新製鋼㈱ 入社 
平成20年４月 同社 自動車鋼材販売部長 
平成20年11月 同社 中国支社長 
平成23年４月 同社 中四国支社長（職制改正） 
平成24年６月 当社 執行役員営業本部特命担当 
平成25年６月 当社 取締役執行役員営業本部営業統括部長 
平成27年４月 当社 取締役執行役員経営企画部長 
平成28年６月 当社 取締役常務執行役員経営企画部長 
平成29年６月 当社 取締役専務執行役員営業本部長兼東京支社長 (現任) 
［取締役候補者とした理由］ 
平成25年６月より当社営業統括担当取締役として、平成27年４月より当
社経営企画担当取締役として、また平成29年６月より当社営業本部長兼
東京支社長としての経営経験を有しております。これまでの経営全般に
わたる豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映いただくため、取締
役候補者としております。 

7,500株 

２ 
ふじ えだ のぶ や 
藤 條 修 也  （昭和34年４月26日生）

昭和58年４月 当社 入社 
平成20年10月 当社 名古屋本店鋼板部長 
平成22年６月 加納鋼板加工㈱代表取締役社長 
平成24年７月 当社 理事東北支店長 
平成24年10月 ㈱カノークス北上代表取締役社長（兼任） 
平成26年７月 当社 理事㈱空見スチールサービス代表取締役社長 
平成27年６月 当社 取締役執行役員㈱空見スチールサービス代表取

締役社長 
平成29年６月 当社 取締役執行役員管理本部副本部長 
平成30年４月 当社 取締役執行役員管理本部副本部長兼情報システ

ム部長（現任） 
［取締役候補者とした理由］ 
平成22年６月より関係会社社長として、平成29年６月より当社管理本部
担当取締役としての経営経験を有しております。これまでの豊富な職務
経験と幅広い見識を当社の経営に反映いただくため、取締役候補者とし
ております。 

5,900株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社 

の 株 式 の 数 

３ 
まつ なが とし ひろ 
松 永 敏 博  （昭和40年10月29日生）

平成元年４月 当社 入社 
平成21年４月 当社 名古屋本店鋼管建材部長 
平成23年６月 当社 九州支店長 
平成26年６月 当社 理事東京支社長 
平成28年６月 当社 取締役執行役員営業本部副本部長兼東京支社長 
平成29年６月 当社 取締役執行役員営業本部副本部長兼名古屋本店

長（現任） 
［取締役候補者とした理由］ 
平成23年６月より当社九州支店長、東京支社長及び名古屋本店長として
支店経営及び営業経験を有しております。これまでの当社における豊富
な職務経験と幅広い見識を当社の経営に反映いただくため、取締役候補
者としております。 

2,700株 

４ 

社外 
 しば た けい すけ 
柴 田 圭 亮  （昭和40年11月２日生）

昭和63年４月 三菱商事㈱ 入社 
平成23年４月 ㈱メタルワンスチールサービス代表取締役副社長執行

役員COO 
平成26年４月 ㈱メタルワン薄板戦略企画部長代行 
平成27年４月 同社 薄板事業部長 
平成27年６月 当社 取締役（現任） 
平成30年４月 ㈱メタルワン 第二営業本部副本部長（現任） 
［取締役候補者とした理由］ 
商社での鉄鋼営業及び加工会社での経営に携わり、平成27年６月より３
年間当社社外取締役として経営経験を有しております。また、当社同業
界での職務経験により豊富な業界知識を有しております。これまでの豊
富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映いただくため、取締役候補者
としております。 

なし 

５ 

社外  独立 
 みや じま もと こ 
宮 島 元 子  （昭和32年１月１日生）

平成２年４月 弁護士登録（現任） 
平成５年４月 ㈱豊田自動織機 入社 
平成８年１月 同社 法務部課長 
平成９年９月 南山大学法学部非常勤講師 
平成16年４月 名城大学大学院法務研究科教授（現任） 
平成28年６月 当社 取締役（現任） 
[取締役候補者とした理由] 
弁護士資格を有し、加えて企業法務での職務経験もあるほか、平成28年
６月より２年間当社社外取締役として法律に関する専門的見地から経営
に携わっております。これまでの豊富な経験と幅広い見識を当社の経営
に反映いただくため、取締役候補者としております。 

200株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社 

の 株 式 の 数 

６ 

新任 
 たか ぎ きよ ひで 
髙 木 清 秀  （昭和31年８月29日生）

昭和56年４月 日商岩井㈱ (現 双日㈱) 入社 
平成16年10月 NIFAST CORPORATION Director/President 
平成21年10月 ㈱メタルワン 経営管理本部関連事業部長  
平成23年４月 同社 第二営業本部薄板戦略企画部長 
平成25年10月 同社 執行役員線材特殊鋼・ステンレス本部長 
平成27年４月 同社 常務執行役員線材特殊鋼・ステンレス本部長 
平成30年４月 当社 顧問（現任） 
［取締役候補者とした理由］ 
㈱メタルワン執行役員として、また㈱メタルワン関連会社で経営に携わ
ってきた経験を有しております。これまでの豊富な経験と幅広い見識を
当社の経営に反映いただくため、取締役候補者としております。 

なし 

７ 

新任 
 とみ た きよ たか 
富 田 清 隆  （昭和33年１月21日生）

昭和64年１月 日商岩井㈱ (現 双日㈱) 入社 
平成９年９月 Nissho Iwai Moly Resources Inc. (Vancouver) 取

締役 
平成10年８月 NI Noble Alloys Corp. (New York) 取締役 
平成15年４月 NI Noble Alloys Corp. (New York) 代表取締役 
平成20年４月 双日㈱ エネルギー・金属資源部門 
 非鉄・貴金属部長 
平成24年４月 同社  エネルギー・金属部門部門長補佐(合金鉄・非鉄金属） 
平成25年４月 同社 エネルギー・金属部門非鉄・貴金属部 担当部長 
平成29年７月 当社 理事管理本部長付 
平成30年２月 当社 理事管理本部副本部長兼監査室長 
平成30年４月 当社 理事管理本部副本部長兼監査室長兼審査法務部

長（現任） 
［取締役候補者とした理由］ 
双日㈱金属部門にて関連会社の経営に携わってきた経験を有しておりま
す。これまでの豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映いただくた
め、取締役候補者としております。 

1,000株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社 

の 株 式 の 数 

８ 

新任 
 こ にし のぶ お 
小 西 伸 雄  （昭和40年８月５日生）

昭和63年４月 当社 入社 
平成21年４月 当社 営業統括部長 
平成25年６月 当社 大阪支店長 
平成27年４月 当社 理事関西支店長兼営業本部副本部長 
平成29年６月 当社 執行役員経営企画部長（現任） 
［取締役候補者とした理由］ 
平成25年６月より当社関西支店長として支店経営及び営業経験を有して
おり、また平成29年６月より当社経営企画担当執行役員としての経営経
験を有しております。これまでの当社における豊富な経験と幅広い見識
を当社の経営に反映いただくため、取締役候補者としております。 

2,700株 

 
（注）1. 各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

2. 柴田圭亮、宮島元子の両氏は社外取締役候補者であります。なお、柴田圭亮氏の当社社外取締役就任期間は本
定時株主総会終結の時をもって３年、宮島元子氏の当社社外取締役就任期間は本定時株主総会終結の時をもっ
て２年となります。 

3. 宮島元子氏は㈱名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員候補者であります。 
4. 当社と柴田圭亮、宮島元子の両氏との間では、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に
定める損害賠償責任の限度額について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締
結しております。また、両氏の再任が承認された場合、当社は当該責任限定契約を継続する予定であります。 
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（ご参考） 
当社の社外役員については、透明性の高い経営と強い経営監視機能を発揮するコーポレートガバナンス体制を
高いレベルで確立し、企業価値の向上を図るため、その独立性を判断する基準を以下のとおり定めております。 
社外取締役及び社外監査役は以下の社外役員独立性基準のいずれかに該当する場合は、当社にとって十分な独
立性を有していないものとみなします。 
（1）当社及びその連結子会社（以下「当社グループ」と総称する）の出身者 
（2）当社の主要株主（議決権ベースで10%以上）の取締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員及び業

務執行者 
（3）次のいずれかに該当する企業等の業務執行者 
 ①当社グループの主要な取引先（販売先及び仕入先で年間取引高が連結売上高の２％以上の先） 
 ②当社グループの主要な借入先（借入残高が連結総資産残高の２%以上の借入先） 
 ③当社グループが議決権ベースで10％以上の株式を保有する企業等 
（4）当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士 
（5）当社グループから多額（過去３年間いずれかの年に年１千万円以上）の金銭その他の財産を得ているコ

ンサルタント、会計士、税理士、弁護士、司法書士、弁理士等の専門家 
（6）当社グループから多額（過去３年間いずれかの年に年１千万円以上）の寄付を受けている者 
（7）社外役員の相互就任関係となる他の会社の業務執行者 
（8）近親者（二親等以内の親族または同居の親族）が上記（1）から（7）までのいずれかに該当する者 
（9）過去３年間において、上記（2）から（8）までのいずれかに該当していた者 
（10）前各項の定めにかかわらず、その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められ

る者 
以 上 
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（添付書類） 
 

事 業 報 告 
（ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 

 
1. 企業集団の現況に関する事項 
（1）事業の経過及びその成果 

当期におけるわが国経済は、設備投資においては堅調に推移しました。また個人消費は雇用所
得環境の改善を背景に持ち直しの動きにありましたが、実質所得の伸び悩み等により総じて一進
一退の動きとなりました。 
当社グループを取り巻く環境では、国内粗鋼生産量が前期と比較し0.3％減少しましたが、国内
自動車販売台数は、前期比で2.3％増加となりました。 
このような状況下、通期の業績については、売上高1,195億13百万円（前期比12.4％増）とな
りましたが、営業利益17億87百万円 (同2.8％減)、経常利益18億87百万円 (同2.9％減)、親会
社株主に帰属する当期純利益13億71百万円（同5.7％減）と前年度と比較して増収減益の決算と
なりました。 
なお、売上高の品種別内訳は次のとおりであります。 
「鋼  板」 681億20百万円（前年度比 14.5％増）
「鋼  管」 215億44百万円（前年度比 12.3％増）
「ステンレス等」 267億７百万円（前年度比 7.2％増）
「条  鋼」 26億29百万円（前年度比 16.1％増）
「そ の 他」 ５億11百万円（前年度比 14.0％増）

 
（2）設備投資の状況 

当連結会計年度における設備投資額は２億45百万円であり、その主なものは㈱空見スチールサ
ービス西工場の耐震補強工事、新日本鋼業㈱及び㈱カノークス北上での鋼管切断機等にかかる投
資であります。 
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（3）対処すべき課題 
現在、当社グループでは平成31年３月期を最終年度とする第８次中期経営計画において「事業
領域の拡大」と「構造改革の実行」を中心として計画を遂行中であります。 
安定した収益性と高い企業価値を有する鉄鋼商社を目指すために新たなビジネスアイディアを
創出し、成長軌道に乗せるべく努力を続けております。その一環として働き方改革を通じた労働
時間の有効的な活用、また女性社員への活躍の場を提供し、生産性向上に努めて参りました。 
今後も、引き続き社員一同が健全な危機意識と変革意識をもって中期経営計画の達成に邁進し
て参ります。 
株主の皆様におかれましては、以上の事情をご賢察いただきまして、今後とも一層のご理解と
ご支援を賜りますようお願い申しあげます。 

 
（4）財産及び損益の状況の推移 
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 

 
期 別 

項 目 
第87期 
 

（平成27年３月期） 

第88期 
 

（平成28年３月期） 

第89期 
 

（平成29年３月期） 

第90期 
（当連結会計年度）
（平成30年３月期） 

売 上 高（百万円） 114,439 109,176 106,330 119,513 

経 常 利 益（百万円） 1,938 1,725 1,944 1,887 

親会社株主に帰属
する当期純利益（百万円） 1,306 1,150 1,454 1,371 

１株当たり当期純利益（円） 122.34 107.70 136.16 128.42 

総 資 産（百万円） 53,884 52,110 53,956 61,763 

純 資 産（百万円） 19,772 19,720 21,007 22,387 

１株当たり純資産額（円） 1,850.93 1,846.43 1,966.99 2,096.27 
 

（注）1. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づ
き算出しております。 

2. 平成27年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。１株当たり当
期純利益及び１株当たり純資産額は第87期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しており
ます。 
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② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

期 別 
項 目 

第87期 
（平成27年３月期） 

第88期 
（平成28年３月期） 

第89期 
（平成29年３月期） 

第90期(当期) 
（平成30年３月期） 

売 上 高（百万円） 114,438 109,174 106,329 119,511 

経 常 利 益（百万円） 1,936 1,746 1,909 1,917 

当 期 純 利益（百万円） 1,311 1,173 1,421 1,403 

１株当たり当期純利益（円） 122.65 109.75 132.94 131.27 

総 資 産（百万円） 53,101 51,704 53,680 61,378 

純 資 産（百万円） 19,076 19,283 20,650 21,966 

１株当たり純資産額（円） 1,783.99 1,803.74 1,931.70 2,054.83 
 

（注）1. １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づ
き算出しております。 

2. 平成27年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。１株当たり当
期純利益及び１株当たり純資産額は第87期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しており
ます。 

 
（5）重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資本金 議決権比率 主要な事業内容 
新 日 本 鋼 業 株 式 会 社 50百万円 100.00 ％ 鋼管切断加工 
加納物流センター株式会社 30  100.00  倉庫荷役及び鋼管切断加工 
株式会社カノークス北上 80  100.00  鋼管切断加工 
加 納 興 産 株 式 会 社 30  100.00  不動産管理及び各種サービス 
 

（6）主要な事業内容 
鉄鋼、鉄鋼関連商品の販売及び加工 
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（7）主要な営業所及び工場 
  ① 当 社 
  本 社 名古屋市西区那古野一丁目１番12号 
  本店・支社 名古屋本店 東京支社 
  支 店 関西支店(大阪府) 九州支店(福岡県) 

北関東支店(群馬県) 東北支店(岩手県) 
  営 業 所 札幌営業所 金沢営業所 静岡営業所 

中国営業所(広島県) 四国営業所(愛媛県) 
  加 工 工 場 

及 び 倉 庫 
空見センター・豊田センター(愛知県) 市川センター(千葉県) 
北関東倉庫(群馬県) 四国センター(愛媛県) 
板付倉庫(福岡県) 

  ② 子 会 社 
  新日本鋼業㈱(群馬県)   加納物流センター㈱(愛知県) 

㈱カノークス北上(岩手県) 加納興産㈱(愛知県) 
 
（8）従業員の状況 
① 企業集団の従業員数 

 
従 業 員 数 前連結会計年度末比較増減 

233名 ４名減 
 
② 当社の従業員の状況 

 
従 業 員 数 前期末比較増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

178名 １名減 39歳５ヶ月 14年11ヶ月 
 
（9）主要な借入先 
 

借 入 先 借 入 金 残 高 
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,800 百万円 

株 式 会 社 愛 知 銀 行 1,500 
 

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更しております。
以下、本事業報告において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の商号変更に関する注記は省略いたします。 
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2. 会社の株式に関する事項 
（1）発行可能株式総数 19,443,000株 
（2）発行済株式の総数 10,690,067株（自己株式413,433株を除く） 
（3）株  主  数 1,306名 
（4）大  株  主 
 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

株 式 会 社 メ タ ル ワ ン 4,380 千株 40.97 ％ 

日 新 製 鋼 株 式 会 社 1,707  15.98  
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 455  4.26  
新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 414  3.88  
株 式 会 社 愛 知 銀 行 343  3.21  
B B H  F O R  F I D E L I T Y  P U R I T A N  
T R  :  F I D E L I T Y  S R  I N T R I N S I C  
O P P O R T U N I T I E S  F U N D 

330  3.09  

加 納 光 太 郎 228  2.14  
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505224 131  1.23  
株 式 会 社 中 山 製 鋼 所 131  1.23  
株 式 会 社 第 三 銀 行 114  1.07  

 
（注）1. 当社は、自己株式413,433株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。 

2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 
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3. 会社役員に関する事項 
（1）取締役及び監査役の氏名等 
 

地    位 氏   名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 
代表取締役社長 木 下 幹 夫  
取 締 役 首 藤 隆 彦 営業本部長兼東京支社長 
取 締 役 藤 條 修 也 管理本部副本部長 
取 締 役 松 永 敏 博 営業本部副本部長兼名古屋本店長 
取 締 役 柴 田 圭 亮 ㈱メタルワン薄板事業部長 
取 締 役 宮 島 元 子 弁護士、名城大学大学院法務研究科教授 
常 勤 監 査 役 亀 田 善 也  
監 査 役 内 野 秀 幸 税理士 
監 査 役 平 松 直 人 日新製鋼㈱執行役員名古屋支社長 

 
（注）1. 取締役のうち柴田圭亮、宮島元子の両氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

2. 監査役のうち亀田善也、内野秀幸及び平松直人の３氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であ
ります。 

3. 宮島元子、亀田善也及び内野秀幸の３氏は㈱名古屋証券取引所が一般株主保護のため確保することを
義務付けている独立役員であります。 

4. 監査役内野秀幸氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する知見を有するものであります。 
5. ㈱メタルワン及び日新製鋼㈱は当社の大株主であります。 
6. 当期中の取締役の異動は次のとおりであります。 
平成29年６月28日開催の第89回定時株主総会終結の時をもって、取締役平野秀明、河辺道雄の両氏
は任期満了により退任しました。 

7. 当社は執行役員制度を採用しており、当期末における各執行役員の役職、氏名及び担当は次のとおり
であります。 

 
役    職 氏     名 担 当 
 専務執行役員 平 野 秀 明 管理本部長兼経理部長兼審査法務部長 
※ 専務執行役員 首 藤 隆 彦 営業本部長兼東京支社長 
※ 執 行 役 員 藤 條 修 也 管理本部副本部長 
※ 執 行 役 員 松 永 敏 博 営業本部副本部長兼名古屋本店長 
 執 行 役 員 小 西 伸 雄 経営企画部長 

 （注） ※を付した執行役員は取締役を兼任しております。 
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（2）責任限定契約の内容の概要 
当社と社外取締役柴田圭亮、宮島元子の両氏及び社外監査役内野秀幸、平松直人の両氏は、会
社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任の限度額につい
て、同法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。 

 
（3）取締役及び監査役の報酬等の総額 
 

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 総 額 
取 締 役 
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

7名 
（1名） 

90百万円 
（4百万円） 

監 査 役 
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

2名 
（2名） 

17百万円 
（17百万円） 

合 計 9名 107百万円 
 

（注）1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 
2. 株主総会決議による報酬限度額（年額）は次のとおりであります。 
取締役 180百万円（平成17年６月28日 第77回定時株主総会決議） 
監査役 40百万円（        同   上        ） 

  なお、当該株主総会決議による限度額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 
 
（4）社外役員に関する事項 
当事業年度における主な活動状況 
Ⅰ．取締役 柴田圭亮 
当事業年度開催の取締役会のすべてに出席し、鉄鋼商社に勤務していることから鉄鋼業界
に精通しており、当社の経営全般に対し助言・提言を行いました。 
Ⅱ．取締役 宮島元子 
当事業年度開催の取締役会のすべてに出席し、弁護士としての専門的見地から、当社の経
営全般に対し助言・提言を行いました。 
Ⅲ．監査役 亀田善也 
当事業年度開催の取締役会、監査役会のすべてに出席し、取締役会及び監査役会の意思決
定の妥当性、適正性並びに財務・会計的見地から公正な意見の表明を行いました。 
Ⅳ．監査役 内野秀幸 
当事業年度開催の取締役会、監査役会のすべてに出席し、主に取締役会及び監査役会の意
思決定の妥当性、適正性並びに税理士としての専門的見地から公正な意見の表明を行いました。 
Ⅴ．監査役 平松直人 
当事業年度開催の取締役会、監査役会の７割に出席し、主に取締役会及び監査役会の意思
決定の妥当性、適正性の見地から公正な意見の表明を行いました。 
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4. 会計監査人に関する事項 
（1）会計監査人の名称 

有限責任監査法人トーマツ 
（2）会計監査人の報酬等の額 
 

項   目 支 払 額 
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28百万円 
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭 
その他の財産上の利益の合計額 28百万円 

 （注） 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しております。 

（3）会計監査人の報酬等の額の同意について 
監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・配員計画、会計監査人の
職務遂行状況、報酬見積の相当性などを確認し、当該期の会計監査人の報酬額については、会社
法第399条第１項の同意を行っております。 

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障等があると判断した場合は、会計監査人の解任又
は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い
たします。 
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任します。 
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、解任の
旨及びその理由を報告します。 
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5. 会社の体制及び方針 
Ⅰ．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

当社は会社法の要請する取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備に関し次のと
おり定めております。 
（1）当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制 
① 役職員は当社の企業理念である「社是」を基本に据えた「カノークスグループ行動規範」
に従い、法令や定款を遵守し、誠実かつ公正な企業行動を行う。 
 定期的な研修にてその意義や重要性について繰返し周知徹底に努める。 
② コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する現況、問題点を把握し必要
に応じて方針、指示を出す。 
③ 適切な財務諸表作成のために、経理部長は「経理に関する諸規程」の周知徹底をはかる。 
④ コンプライアンス違反についての社内通報体制として、所属長への報告経路とは別にコン
プライアンス委員会事務局への直接報告及び社外弁護士宛内部通報窓口を設ける。 
⑤ 監査室は、定期的に各店、子会社の監査を行い、その結果を取締役、監査役へ報告する。 
 また、取締役は必要な改善の指示を行う。 
⑥ 反社会的勢力とは一切の関係を持たず、介入等に対しては毅然とした態度で臨むものと
する。また、警察等の外部機関や顧問弁護士とも緊密な連携を保ち幅広く情報を収集する
とともに不当要求は断固排除する。 

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
① 法定保存文書及び会社が定める内部管理上の重要な情報については「文書管理規程」に基
づき所定の期間保存する。 
② 次に掲げる文書は本社に10年以上保管し、取締役及び監査役が常時閲覧できるものとする。 
 ｢株主総会議事録」｢取締役会議事録及び資料」｢決算書類」｢稟議書」 

（3）当社及び当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
① 当社及び当社グループ会社の経営上の危険を防止するための対応策及び重大な危険が発生
し又は予見される際に迅速且つ的確に対応するため「リスク管理規程」等を定め、規程に沿
った社内手続きを通じてリスク管理を行う。 
② 災害等の発生に備えて、防災用品の備置や大規模災害時初動対応手順書の整備等を行う。 
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（4）当社及び当社グループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制 
① 当社は取締役会の承認を受けた経営計画に基づき年度経営方針及び各部門の活動計画を策
定する。 
  取締役会及び営業会議にて定期的なレビューを行い、業務執行の実効性を高める。 
② 当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人において、各職位の職務及び責任権限並び
に各組織単位の業務分掌について「業務分掌規程｣、「権限規程｣、｢関係会社管理規程」を制
定し効率的な経営を行うとともに、それに従った職務・責任体制で業務が行われているかど
うか、定期的に監査を行う。 

（5）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制 
① 関係会社管理規程に基づき、経営企画部が子会社の総括部門として、子会社から報告を受
け経営や業績の状況を把握し、経営企画部長は、月一回開催する取締役会にて報告する。 
② 子会社の経営の主体性を尊重しつつ、当社グループの適正な経営のため当社との事前協議
事項を取り決め運用する。 
③ 当社から子会社への取締役や監査役の派遣等を通じて連携を取り、子会社の業務執行状況、
リスクマネジメントやコンプライアンスの状況等を確認する。 

（6）財務報告に関する体制 
当社グループの財務報告の適正性を確保するため、内部統制運用評価課を設置し、財務報告
において不正や誤謬が発生するリスクを管理する。そのために、外部専門機関と連携し、全社
的な内部統制、決算・財務報告に係る業務プロセス及びその他の業務プロセスの評価、整備、
運用を継続的に行う体制を整備する。 

（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項 
監査役の職務の執行を補助するため、必要に応じて補助者を置くことができる。 

（8）前号の使用人の取締役会からの独立性に関する事項 
監査役の補助者の人事評価や人事異動については、監査役の意見を聴取のうえ、決定する。 

（9）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 
① 常勤監査役は取締役会の他、執行役員会等重要な会議に出席し、必要に応じて意見を表明
する。 
② 著しい損失や重大なコンプライアンス違反の発生のおそれがある場合は、社内規程に基づ
き、当社及び当社グループ会社の取締役、執行役員及び使用人は監査役に対して遅滞なく報
告を行う。 
  監査役はいつでも、取締役、執行役員及び使用人に対して報告を求めることができる。 
③ 当社は、前項に従い監査役への報告を行った当社及び当社グループ会社の取締役、執行役
員及び使用人に対して、不利益な取扱いを行うことを禁止する。 
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（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
監査役は、社内関係部門・会計監査人等との意思疎通をはかり、情報の収集や調査にあたっ
ては取締役、執行役員及び関係部門はこれに協力する。 

Ⅱ．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況 
当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりで
あります。 
（1）取締役会を12回開催し、予算の策定等経営に関する重要な事項や法律等で定められた事項の
審議と決定、当社グループの月次業績の報告と分析、必要な対応事項を検討いたしました。社
外取締役は独立した立場から審議・決定に加わり経営の監視・監督を行っています。 

（2）監査役会を12回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、業務及び財産の状況の監査、取
締役の職務執行の監査、法令・定款等の遵守について監査いたしました。また、常勤監査役は
取締役会の他、執行役員会、営業会議に出席するとともに、取締役への直接の聞き取りを行う
など業務執行やコンプライアンスの状況について経営監視を行っています。 

Ⅲ．剰余金の配当等の決定に関する方針 
当社は株主の皆様に対する剰余金の配当につきましてはROE（株主資本利益率）と配当性向の
２つの指標を重視して、株主の皆様への利益還元率を高めていくこと、また財務体質の強化と積
極的な事業展開に必要な内部留保の充実を図ることを基本方針としています。 
当期の配当金につきましては、中間配当は１株当たり20円 (内訳 普通配当17円、創業120周
年記念配当３円)、そして期末配当は１株当たり20円とすることを平成30年５月22日の取締役会
にて決議いたしました。年間配当金は合わせまして１株当たり40円となります。 
また現時点では次期の年間配当金は１株当たり37円を予定しています。 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
（注）1. 本事業報告中の記載金額及び株式数については、表示単位未満を切り捨てております。 

2. 売上高等の記載金額には消費税等は含まれておりません。 
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連結貸借対照表 
（平成30年３月31日現在） 

（単位：千円）  
科       目 金    額  科       目 金    額 
資 産 の 部   負 債 の 部  
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
電 子 記 録 債 権 
商 品 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
機械装置及び運搬具 
土 地 
そ の 他 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
長 期 前 払 費 用 
退職給付に係る資産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

繰 延 資 産 
社 債 発 行 費 

51,883,897 
8,309,709 
24,346,784 
8,486,416 
10,374,716 

16,500 
94,292 
258,762 

△   3,284 
9,853,256 
3,948,509 
990,914 
181,390 
2,744,637 
31,566 
26,872 
26,872 

0 
5,877,874 
5,658,969 

4,597 
111,314 
119,233 

△  16,240 
26,588 
26,588 

 流 動 負 債 
支払手形及び買掛金 
電 子 記 録 債 務 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定の長期借入金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
社 債 
繰 延 税 金 負 債 
再評価に係る繰延税金負債 
そ の 他 

33,952,263 
20,789,523 
2,990,498 
8,300,000 
1,000,000 
32,977 
369,273 
201,480 
268,510 
5,423,728 
3,500,000 
1,303,117 
529,074 
91,537 

 負 債 合 計 39,375,992 
  

純 資 産 の 部 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 
その他有価証券評価差額金 
土 地 再 評 価 差 額 金 
退職給付に係る調整累計額 

 
 

18,951,305 
2,310,000 
1,802,656 
15,085,449 
△  246,800 
3,436,444 
2,777,948 
755,161 

△  96,664 

 

 純 資 産 合 計 22,387,750 
資 産 合 計 61,763,742  負 債 及 び 純 資 産 合 計 61,763,742 
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連結損益計算書 
（ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 

（単位：千円）  
科           目 金           額 

売 上 高  119,513,289 
売 上 原 価  113,378,932 

売 上 総 利 益  6,134,356 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,346,641 

営 業 利 益  1,787,715 
営 業 外 収 益   
受 取 利 息 965  
受 取 配 当 金 145,293  
仕 入 割 引 29,562  
受 取 賃 貸 料 47,822  
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 15,197  
雑 収 入 21,061 259,903 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 45,681  
売 上 割 引 68,495  
賃 貸 収 入 原 価 27,766  
雑 損 失 17,689 159,632 

経 常 利 益  1,887,986 
特 別 利 益   
投 資 有 価 証 券 売 却 益 139,532 139,532 

特 別 損 失   
固 定 資 産 売 却 損 23,225 23,225 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,004,294 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 683,935  
法 人 税 等 調 整 額 △ 51,135 632,800 

当 期 純 利 益  1,371,493 
非支配株主に帰属する当期純利益  ― 
親会社株主に帰属する当期純利益  1,371,493 

 



 
03_0126801103006.docx 
 5/19/2018 7:29:00 AM印刷 3/8 
 

― 22 ― 

連結株主資本等変動計算書 
（ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 

（単位：千円）  
 

株    主    資    本 
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 2,310,000 1,802,656 14,118,350 △ 246,510 17,984,496 
当 期 変 動 額      
剰 余 金 の 配 当   △ 448,992  △ 448,992 
親 会 社 株 主 に 
帰属する当期純利益   1,371,493  1,371,493 

自 己 株 式 の 取 得    △ 289 △ 289 
株主資本以外の項目の 
当 期 変動額 ( 純 額 )   44,597  44,597 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 967,099 △ 289 966,809 
当 期 末 残 高 2,310,000 1,802,656 15,085,449 △ 246,800 18,951,305 
 
  

 
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 

純 資 産 合 計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 土地再評価差額金 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利益 
累 計 額 合 計 

当 期 首 残 高 2,416,298 799,759 △ 193,005 3,023,052 21,007,548 
当 期 変 動 額      
剰 余 金 の 配 当     △ 448,992 
親 会 社 株 主 に 
帰属する当期純利益     1,371,493 

自 己 株 式 の 取 得     △ 289 
株主資本以外の項目の 
当 期 変動額 ( 純 額 ) 361,650 △ 44,597 96,340 413,392 457,990 

当 期 変 動 額 合 計 361,650 △ 44,597 96,340 413,392 1,380,202 
当 期 末 残 高 2,777,948 755,161 △ 96,664 3,436,444 22,387,750 
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1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
（1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数          ４社 
連結子会社の名称 
新日本鋼業㈱、加納物流センター㈱、加納興産㈱、㈱カノークス北上 

（2）持分法の適用に関する事項 
持分法を適用した関連会社の数   ２社 
持分法を適用した関連会社の名称 
石川技研工業㈱、㈱空見スチールサービス 

（3）会計方針に関する事項 
① 重要な資産の評価基準及び評価方法 
イ．有価証券の評価基準及び評価方法 

そ の 他 有 価 証 券 
時価のあるもの…………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの…………… 移動平均法による原価法 

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

② 重要な固定資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 
ただし、四国営業所、自家倉庫、賃貸資産については、定額法を採用しております。 
また、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建物及び構築物    10年～50年 
 機械装置及び運搬具  ５年～12年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 
自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

ハ．リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

③ 重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
イ．繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費……社債償還期間にわたり定額法により償却しております。 
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ロ．退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退

職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法により発

生した連結会計年度より費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 
また、当連結会計年度末は、年金資産の見込額が退職給付債務の見込額を超過しているため、その超過額 

(111,314千円) は、退職給付に係る資産として投資その他の資産に表示しております。 
ハ．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
2. 連結貸借対照表に関する注記 
（1）資産に係る減価償却累計額 
  有形固定資産の減価償却累計額 ………………………………………………………………… 3,298,986千円

（2）期末日満期手形 
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に
含まれております。 

  受取手形 1,029,000千円 
  支払手形 222,728千円 

（3）土地の再評価 
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 
 ・再評価の方法……………… 

 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２
条第３号に定める方法により算出   ・再評価を行った年月日 ………………………………………………………………………… 平成14年３月31日 

 ・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 ……………………………………………………… △608,256千円

  



 
03_0126801103006.docx 
 5/19/2018 7:29:00 AM印刷 6/8 
 

― 25 ― 

3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 
（1）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 11,103,500株
（2）配当に関する事項 
① 配当金支払額  
決   議 株式の種類 配 当 金 の 

総 額 ( 千 円 ) 
１ 株 当 た り 
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効力発生日 

平成29年５月19日 
取 締 役 会 普通株式 235,187 22 平成29年３月31日 平成29年６月13日 

平成29年10月27日 
取 締 役 会 普通株式 213,805 20 平成29年９月30日 平成29年12月１日 

計  448,992    
 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
 

決   議 株式の種類 配当の原資 配 当 金 の 
総額 ( 千円 ) 

１株当たり 
配当額 (円 ) 基 準 日 効力発生日 

平成30年５月22日 
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 213,801 20 平成30年３月31日 平成30年６月12日 
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4. 金融商品に関する注記 
（1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調
達しております。 
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、社内規程に従い取引先ごとの期日管理及び

残高管理を行うとともに、定期的に取引先の信用状況を確認し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。また、投資有価証券はすべて株式であり、上場株式については四半期ごとに時価
の把握を行っています。 
借入金の使途は、主に運転資金であります。 

（2）金融商品の時価等に関する事項 
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 
（単位：千円）  

 連結貸借対照表 
計上額 時価 差額 

（1） 現金及び預金 8,309,709 8,309,709 ― 
（2） 受取手形及び売掛金 24,346,784 24,346,784 ― 
（3） 電子記録債権 8,486,416 8,486,416 ― 
（4） 投資有価証券    

その他有価証券 5,196,636 5,196,636 ― 
（5） 支払手形及び買掛金 20,789,523 20,789,523 ― 
（6） 電子記録債務 2,990,498 2,990,498 ― 
（7） 短期借入金 8,300,000 8,300,000 ― 
（8） １年内返済予定の長期借入金 1,000,000 1,000,000 ― 
（9） 未払法人税等 369,273 369,273 ― 
（10） 社債 3,500,000 3,500,622 622 
 
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（1）現金及び預金､（2）受取手形及び売掛金､（3）電子記録債権 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 
（4）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
（5）支払手形及び買掛金､（6）電子記録債務､（7）短期借入金､（8）１年内返済予定の長期借入金､（9）未払法人
税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 
（10）社債 

これらの時価については、元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在
価値により算定しております。 

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額25,126千円）及び持分法適用の関連会社株式（連結貸借対照表計上額
437,205千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、｢(4) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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5. 賃貸等不動産に関する注記 
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、愛知県その他の地域において、賃貸用の建物及び土地を有しております。 
（2）賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：千円）  
連結貸借対照表計上額 時        価 

837,299 648,080 
 （注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
（注２） 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行なったものを含む｡）であります。 
 
6. １株当たり情報に関する注記 

１ 株 当 た り 純 資 産 額…………………………………………………………………… 2,096円27銭 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益……………………………………………………………………… 128円42銭
 
7. 重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
（平成30年３月31日現在） 

（単位：千円）  
科       目 金    額  科       目 金    額 
資 産 の 部   負 債 の 部  
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
電 子 記 録 債 権 
売 掛 金 
商 品 
前 払 費 用 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 貸 付 金 
固 定 化 営 業 債 権 
長 期 前 払 費 用 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

繰 延 資 産 
社 債 発 行 費 

51,558,286 
7,977,868 
7,224,775 
8,486,416 
17,121,834 
10,373,816 

16,235 
244,500 
90,314 
25,811 

△   3,286 
9,793,419 
3,866,373 
934,419 
54,624 
102,372 

0 
25,122 

2,744,637 
4,617 
580 

26,872 
26,872 

0 
5,900,173 
5,221,763 
301,450 
25,662 
8,745 
4,597 

354,196 
△  16,242 

26,588 
26,588 

 流 動 負 債 
支 払 手 形 
電 子 記 録 債 務 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
社 債 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
再評価に係る繰延税金負債 
そ の 他 

33,945,809 
1,037,358 
2,990,498 
19,782,122 
8,300,000 
1,000,000 

1,329 
217,432 
30,324 
367,790 
25,070 
184,842 
9,040 

5,466,242 
3,500,000 

3,656 
1,345,630 
529,074 
87,880 

 負 債 合 計 39,412,051 
 純 資 産 の 部 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
買換資産圧縮積立金 
特 別 償 却 準 備 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
土 地 再 評 価 差 額 金 

 
18,437,644 
2,310,000 
1,802,656 
1,802,600 

56 
14,568,494 

71,564 
14,496,930 
305,221 
10,843 

12,270,000 
1,910,864 

△  243,506 
3,528,598 
2,773,437 
755,161 

 純 資 産 合 計 21,966,242 
資 産 合 計 61,378,294  負 債 及 び 純 資 産 合 計 61,378,294 
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損 益 計 算 書 
（ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 

（単位：千円）  
科           目 金           額 

売 上 高  119,511,727 
売 上 原 価  113,288,326 

売 上 総 利 益  6,223,401 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,396,930 

営 業 利 益  1,826,470 
営 業 外 収 益   
受 取 利 息 1,768  
受 取 配 当 金 148,616  
仕 入 割 引 29,562  
受 取 賃 貸 料 57,854  
雑 収 入 22,278 260,081 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 47,032  
売 上 割 引 68,495  
賃 貸 収 入 原 価 35,730  
雑 損 失 17,678 168,936 

経 常 利 益  1,917,615 
特 別 利 益   
投 資 有 価 証 券 売 却 益 139,532 139,532 

特 別 損 失   
固 定 資 産 売 却 損 23,225 23,225 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,033,923 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 682,015  
法 人 税 等 調 整 額 △ 51,370 630,645 

当 期 純 利 益  1,403,278 
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株主資本等変動計算書 
（ 自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日 ） 

（単位：千円）  

 

株     主     資     本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 その他資本 剰 余 金 
資本剰余金 
合   計 利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 
合   計 買 換 資 産 

圧縮積立金 
特 別 償 却 
準 備 金 別途積立金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 2,310,000 1,802,600 56 1,802,656 71,564 323,698 14,442 11,270,000 1,889,906 13,569,610 
当 期 変 動 額           
剰 余 金 の 配 当         △ 448,992 △ 448,992 
当 期 純 利 益         1,403,278 1,403,278 
自己株式の取得           
買換資産圧縮積立金の取崩      △  18,476   18,476 ― 
特別償却準備金の取崩       △  3,598  3,598 ― 
別途積立金の積立        1,000,000 △1,000,000 ― 
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)         44,597 44,597 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― △  18,476 △  3,598 1,000,000 20,958 998,883 
当 期 末 残 高 2,310,000 1,802,600 56 1,802,656 71,564 305,221 10,843 12,270,000 1,910,864 14,568,494 
  

 

株  主  資  本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 △ 243,216 17,439,050 2,411,695 799,759 3,211,454 20,650,504 
当 期 変 動 額       
剰 余 金 の 配 当  △ 448,992    △ 448,992 
当 期 純 利 益  1,403,278    1,403,278 
自己株式の取得 △ 289 △ 289    △ 289 
買換資産圧縮積立金の取崩  ―    ― 
特別償却準備金の取崩  ―    ― 
別途積立金の積立  ―    ― 
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)  44,597 361,742 △ 44,597 317,144 361,742 

当 期 変 動 額 合 計 △ 289 998,593 361,742 △ 44,597 317,144 1,315,738 
当 期 末 残 高 △ 243,506 18,437,644 2,773,437 755,161 3,528,598 21,966,242 
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1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（1）資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……………………移動平均法による原価法 
そ の 他 有 価 証 券 
時価のあるもの……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算出） 
時価のないもの……………… 移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

（2）固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 
ただし、四国営業所、自家倉庫、賃貸資産については、定額法を採用しております。 
また、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建物      10年～50年 
 機械及び装置  ５年～12年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

③ リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（3）引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。 
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）で按分し

た額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（10年）で按分

した額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理しております。 
また、当事業年度末は、年金資産の見込額が退職給付債務の見込額を超過しているため、その超過額 

(250,493千円) は、前払年金費用として投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。 
（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
① 繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費…社債償還期間にわたり定額法により償却しております。 
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② 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
2. 貸借対照表に関する注記 
（1） 資 産 に 係 る 減 価 償 却 累 計 額 
 有形固定資産の減価償却累計額………………………………………………………………… 3,155,425千円
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短 期 金 銭 債 権…………………………………………………………………… 186,773千円  長 期 金 銭 債 権…………………………………………………………………… 19,000千円  短 期 金 銭 債 務……………………………………………………………… 13,527,973千円
（3）期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当期の末日が
金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

 受取手形 1,029,000千円
 支払手形 222,728千円
（4）土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、
土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

 ・再評価の方法……………… 
 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２
条第３号に定める方法により算出   ・再評価を行った年月日 …………………………………………………………………………… 平成14年３月31日 

 ・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 …………………………………………………………… △608,256千円
 
3. 損益計算書に関する注記 
 関係会社との取引高  

 営 業 取 引 に よ る 取 引 高 
 売 上 高……………………………………………………………………… 1,400,047千円  仕 入 高 ……………………………………………………………………  46,117,923千円   販売費及び一般管理費の取引高 ………………………………………………………………………… 121,679千円  営業取引以外の取引による取引高 …………………………………………………………………………  60,021千円

 
4. 株主資本等変動計算書に関する注記 
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式……………………………………………………………………………………………………… 413,433株
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5. 税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     繰延税金資産 
 貸 倒 引 当 金  5,934千円
 投 資 有 価 証 券  33,831千円
 未 払 健 保 厚 生 保 険 料  7,837千円
 未 払 事 業 税 等  25,078千円
 賞 与 引 当 金  56,173千円
 退 職 給 付 引 当 金  57,936千円
 そ の 他  37,808千円
 繰 延 税 金 資 産 小 計  224,601千円
 評 価 性 引 当 額 △ 71,504千円
 繰 延 税 金 資 産 合 計  153,096千円

     繰延税金負債 
 退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 95,643千円
 買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 133,252千円
 特 別 償 却 準 備 金 △ 4,734千円
 そ の他有価証券評価差額金 △ 1,174,781千円
 繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 1,408,412千円
 繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △ 1,255,315千円

 
     再評価に係る繰延税金資産 

 土 地 再 評 価 差 額 金  138,794千円
 評 価 性 引 当 額 △ 138,794千円
 再評価に係る繰延税金資産合計  ― 

     再評価に係る繰延税金負債 
 土 地 再 評 価 差 額 金 △ 529,074千円
 再評価に係る繰延税金負債合計 △ 529,074千円
 再評価に係る繰延税金負債の純額 △ 529,074千円
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6. 関連当事者との取引に関する注記 
（1）親会社及び法人主要株主等  
種 類 会社等の名称 議決権等の所有(被所有) 割合 

関連当事者 
と の 関 係 取引内容 取引金額 

(千円) 科 目 期末残高 
(千円) 

その他の 
関係会社 ㈱メタルワン 

（被所有） 
直接 41.2％ 鋼材の仕入及び販売 鋼材の仕入 2,795,000 買掛金 795,953 

その他の 
関係会社 日新製鋼㈱ 

（被所有） 
直接 16.0％ 鋼材の仕入 鋼材の仕入 41,182,879 買掛金 12,258,169 

その他の 
関係会社 
の親会社 

新日鐵住金㈱ 
（被所有） 
直接 3.9％ 
間接 16.0％ 

鋼材の仕入 鋼材の仕入 14,620,274 買掛金 464,123 

   取引条件及び取引条件の決定方針等 
①鋼材の販売・仕入価格は市場の実勢価格を基準として取り決めております。 
②上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（2）子会社及び関連会社等  
種 類 会社等の名称 議決権等の所有 (被所有) 割合 

関連当事者 
と の 関 係 取引内容 取引金額 

(千円) 科 目 期末残高 
(千円) 

関連会社 ㈱空見スチール サービス 
（所有） 
直接 31.0％ 

当社商品の剪断加
工及び資産の賃貸
役員の兼任 

資産の賃貸 33,425 ― ― 

   取引条件及び取引条件の決定方針等 
①資産賃貸料については、総原価を勘案した金額を提示したうえで双方協議により決定しております。 
②上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 
7. １株当たり情報に関する注記 

１ 株 当 た り 純 資 産 額…………………………………………………………………… 2,054円83銭 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益……………………………………………………………………… 131円27銭
 
8. 重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 平成30年５月10日 

 
株式会社カノークス 
 
取締役会 御中 

 
有 限責任監査法人トーマツ 

 指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 早 川 英 孝 ㊞ 指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 後 藤 泰 彦 ㊞
 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社カノークスの平成29年４月１日から
平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につい
て監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社カノークス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 平成30年５月10日 

 
株式会社カノークス 
 
取締役会 御中 

 
有 限責任監査法人トーマツ 

 指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 早 川 英 孝 ㊞ 指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 後 藤 泰 彦 ㊞
 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カノークスの平成29年４月１
日から平成30年３月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第90期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下の
通り報告いたします。  1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担に従い、取締役、内部監査部
門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施しました。 

  ① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。 
 また子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。 

  ② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め意見を表明いたしました。 

  ③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
執行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。    以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、また連結計算書類 (連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びそ
の附属明細書について検討いたしました。  2. 監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 
  ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 
  ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。 
  ③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 
（2）連結計算書類の監査結果 
    会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
（3）計算書類及びその附属明細書の監査結果 
    会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。    平成30年５月14日 
 

株式会社カノークス監査役会  
常 勤 監 査 役  亀 田 善 也 ㊞ 
監 査 役  内 野 秀 幸 ㊞ 
監 査 役  平 松 直 人 ㊞ 

 （注） 常勤監査役亀田善也、監査役内野秀幸及び監査役平松直人は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定
める社外監査役であります。 

 
以 上 
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